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1.  平成21年12月期第2四半期の連結業績（平成21年1月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期第2四半期 936 ― △49 ― △50 ― △75 ―

20年12月期第2四半期 1,385 △8.4 27 △75.1 37 △66.5 △62 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

21年12月期第2四半期 △2,581.02 ―

20年12月期第2四半期 △2,070.40 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期第2四半期 2,391 2,099 86.3 69,498.47
20年12月期 2,372 2,146 89.3 73,671.48

（参考） 自己資本   21年12月期第2四半期  2,063百万円 20年12月期  2,117百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
21年12月期 ― 0.00

21年12月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成21年12月期の連結業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,904 △24.7 △107 ― △107 ― △129 ― △4,343.87



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、5ページ「定性的情報・財務諸表等」４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、5ページ「定性的情報・財務諸表等」４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素及び潜在的リスクが含まれております。実
際の業績は、今後様々な要因によって上記予想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は添付書類の4ページを参照し
て下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期第2四半期 31,296株 20年12月期  30,296株

② 期末自己株式数 21年12月期第2四半期  1,599株 20年12月期  1,549株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年12月期第2四半期 29,230株 20年12月期第2四半期 30,296株



 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年度の米国のサブプライムローン問題に端を発した金融不安

に起因した世界的な規模での急激な需要減少や円高等により、個人消費や設備投資は失速し厳しい景気後退局面でし

た。当社グループが属するエレクトロニクス産業は、国内の設備投資の減少や急激な在庫調整の進展、購買意欲の減

退などにより需要が低下し、国内市場は厳しい状況で、特に産業機器分野は低調に推移いたしました。 

 このような中、電子部品・半導体のネット通販サイト「www.chip1stop.com」を運営する電子デバイス事業におき

ましては、プロモーションの強化、ユーザー利便性の向上と品揃え拡大により、当社の成長の基礎となるWeb会員

数、受注会員数は対前年同期比で引き続き大幅に増加いたしました。受注件数は第１四半期後半から第２四半期前半

にて一時低調に推移いたしましたが、６月に入り再び増勢となり、緩やかに増加いたしました。一方で、売上高につ

いては、全世界的な景気後退による国内エレクトロニクス業界の景況感悪化の影響や、インターネット通販の強みを

活かした小口販売の増加等により、受注単価が前年同期比で下落したため、対前年同期比22.3％の減収となりまし

た。 

 ソリューション事業におきましては、売上高はスポット的なコンサルティング・ソリューション収入が発生した前

年同期を34.2％下回りました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高936,349千円（前年同期比32.4％減）、営業損失49,355

千円（前年同期は27,900千円の営業利益）、経常損失50,300千円（前年同期は37,514千円の経常利益）、四半期純損

失75,443千円（前年同期は62,724千円の四半期純損失）となりました。 

なお、平成20年10月31日に連結子会社E2パブリッシング株式会社の株式を売却し、メディアコミュニケーション事

業から撤退したことにより、前年同期と比較すると当第２四半期連結累計期間は同事業の売上高が計上されておりま

せん。当第２四半期連結累計期間の売上高を、同事業を除いた前年同期の売上高と比較すると23.0％の減少となって

おります。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① 電子デバイス事業  

 当事業におきましては、新規Web会員獲得及び既存Web会員活性化のためのプロモーション投資の効果と、大手電子

部品メーカーとの連携による品揃えの拡大により、当第２四半期累計期間のWeb会員数は約72,000名（前期末比約

9,600名増）、受注件数は約78,800件（前年同期比約15,600件増）と大幅に増加いたしました。一方で、インターネ

ット通販の強みを活かした小口販売の増加と景況感の影響による大口スポット受注の減少により、受注単価の下落が

継続し、売上高は833,167千円（前年同期比22.3％減）となりました。販売費および一般管理費については、顧客数

と受注件数の中長期的な拡大につながるプロモーションを効果的に実施しつつ、営業経費の削減につとめた結果、営

業損失64,746千円（前年同期は5,101千円の営業利益）となりました。 

② ソリューション事業   

 当事業におきましては、電子部品・半導体の技術情報データベースのライセンス販売や、既存顧客向けのソフトウ

ェア保守収入、ベンチャーファンド「イノーヴァ」からのアドバイザリー収入、連結子会社ジェイチップ株式会社を

通じたコンサルティング収入が堅調でしたが、前年同期に発生したスポット的なソリューション収入がなくなったこ

ともあり、売上高は104,306千円（前年同期比34.2％減）、営業利益12,439千円（前年同期比76.1％減）となりまし

た。 

  

 なお、前年同期に関する情報は、参考として記載しております。 

  

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、2,391,546千円となり、前連結会計年度比18,988千円の増加とな

りました。これは主に、現金及び預金の99,517千円の増加、受取手形及び売掛金の73,897千円の減少、商品の28,969

千円の増加等によるものであります。 

 なお、純資産は2,099,879千円となり、自己資本比率は86.3％と前連結会計年度末の89.3％から3ポイント減少しま

した。  

（流動資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は2,005,295千円であり、内訳として現金及び預金1,552,902

千円と受取手形及び売掛金309,923千円の占める割合が大きくなっております。 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



（固定資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は386,250千円であり、内訳として無形固定資産であるソフ

トウェア213,630千円、投資その他の資産である投資有価証券34,369千円の占める割合が大きくなっております。 

（流動負債） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は291,666千円であり、内訳として支払手形及び買掛金

116,852千円の占める割合が大きくなっております。 

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて46,183千円減少し2,099,879千

円となりました。これは四半期純損失75,443千円による利益剰余金の減少によるものであります。 

  

 また、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べて205,152千

円減少し、1,248,232千円となりました。これは主に、定期預金の預入による支出304,670千円によるものでありま

す。 

  各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果増加した資金は156,682千円（前年同期間は33,513千円の減

少）となりました。収入の主な内訳は、売上債権減少額73,897千円、減価償却費40,444千円であり、支出の主な内訳

は、税金等調整前四半期純損失71,049千円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果減少した資金は383,339千円（前年同期間は77,029千円の減

少）となりました。主な内訳は、定期預金の預入による支出304,670千円、無形固定資産の取得による支出73,914千

円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果得られた資金は21,505千円（前年同期間は増減ありません）

となりました。主な内訳は、株式の発行による収入23,000千円であります。 

  

 下期につきましては、各種施策によるWeb会員数、受注会員数、受注件数の増加を見込んでおります。しかしなが

ら、上期に引き続き厳しい外部環境の影響を受けると予想しており、下期の売上高は期首予想と比べ減少する見込み

です。一方で販売費及び一般管理費は上期に引き続き効率的執行に努めるものの、売上高の減少による影響で下期の

営業利益、経常利益、当期純利益は期首予想に比べ減少することを見込んでおります。 

 以上から平成21年２月13日付にて公表いたしました平成21年12月期（平成21年１月１日～平成21年12月31日）の連

結及び個別の業績予想につきましては、本日（平成21年７月31日）公表の「平成21年12月期第２四半期累計期間業績

予想値との差異及び通期業績予想の修正に関するお知らせ」において修正しております。詳細については、同資料を

ご参照ください。 

【参考】平成21年12月期通期業績予想の修正について 

  
※1. 平成20年10月31日に連結子会社E2パブリッシング株式会社の株式を売却し、メディアコミュニケーション事業から撤退しておりま

す。 

※2. 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素及び潜在的リスクが含ま

れております。実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

  
前回発表予想

（平成21年２月13日付公表）
今回発表予想

（平成21年７月31日付公表） 
差 額

  

売上高  2,201  1,904  △297

営業利益  △133  △107  26

経常利益  △134  △107  27

当期純利益  △139  △129  10



 該当事項はありません。 

  

  （簡便な会計処理） 

①たな卸資産の評価方法 

 当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

 また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

もり、簿価切下げを行う方法によっております。  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。 

  （四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

 該当事項はありません。  

  

① 「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

② 棚卸資産の評価に関する会計基準 

 たな卸資産については、従来、個別法による原価法によっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたこと、また在庫金額の重

要性が増したこと及び在庫システム変更を機に、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から移動平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更いたしました。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

③ 「リース取引に関する会計基準」等の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）を当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から早期適用

し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が当該会計基準等の適用開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,552,902 1,453,385

受取手形及び売掛金 309,923 383,820

商品 121,947 92,977

その他 21,954 107,063

貸倒引当金 △1,432 △1,491

流動資産合計 2,005,295 2,035,755

固定資産   

有形固定資産 41,103 24,638

無形固定資産   

ソフトウエア 213,630 229,069

ソフトウエア仮勘定 63,845 9,144

のれん 2,912 3,747

その他 387 401

無形固定資産合計 280,776 242,362

投資その他の資産   

投資有価証券 34,369 40,791

繰延税金資産 128 128

その他 32,966 28,958

貸倒引当金 － △77

投資損失引当金 △3,093 －

投資その他の資産合計 64,369 69,801

固定資産合計 386,250 336,802

資産合計 2,391,546 2,372,557

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 116,852 93,825

未払金 140,861 106,312

未払法人税等 10,049 －

その他 23,902 26,357

流動負債合計 291,666 226,494

負債合計 291,666 226,494



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 964,944 953,444

資本剰余金 748,544 737,044

利益剰余金 397,184 472,627

自己株式 △46,776 △45,281

株主資本合計 2,063,895 2,117,834

新株予約権 16,407 9,525

少数株主持分 19,576 18,703

純資産合計 2,099,879 2,146,062

負債純資産合計 2,391,546 2,372,557



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 936,349

売上原価 559,399

売上総利益 376,949

販売費及び一般管理費 426,304

営業損失（△） △49,355

営業外収益  

受取利息 2,556

為替差益 1,666

還付加算金 2,588

その他 1,823

営業外収益合計 8,635

営業外費用  

投資事業組合運用損 6,346

投資損失引当金繰入額 3,093

その他 140

営業外費用合計 9,581

経常損失（△） △50,300

特別損失  

固定資産除却損 20,748

特別損失合計 20,748

税金等調整前四半期純損失（△） △71,049

法人税、住民税及び事業税 3,520

法人税等合計 3,520

少数株主利益 873

四半期純損失（△） △75,443



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 475,131

売上原価 270,643

売上総利益 204,487

販売費及び一般管理費 206,578

営業損失（△） △2,090

営業外収益  

受取利息 1,901

為替差益 1,358

還付加算金 2,588

その他 549

営業外収益合計 6,396

営業外費用  

投資事業組合運用損 6,346

投資損失引当金繰入額 3,093

その他 18

営業外費用合計 9,459

経常損失（△） △5,152

特別損失  

固定資産除却損 20,748

特別損失合計 20,748

税金等調整前四半期純損失（△） △25,901

法人税、住民税及び事業税 2,590

法人税等合計 2,590

少数株主利益 4,741

四半期純損失（△） △33,233



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △71,049

減価償却費 40,444

貸倒引当金の増減額（△は減少） △136

投資損失引当金の増減額（△は減少） 3,093

受取利息及び受取配当金 △2,556

固定資産除却損 20,748

投資事業組合運用損益（△は益） 6,422

売上債権の増減額（△は増加） 73,897

たな卸資産の増減額（△は増加） △28,969

仕入債務の増減額（△は減少） 23,027

未払金の増減額（△は減少） △7,786

その他 5,419

小計 62,554

利息及び配当金の受取額 2,556

法人税等の支払額 △58

法人税等の還付額 91,629

営業活動によるキャッシュ・フロー 156,682

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △304,670

有形固定資産の取得による支出 △670

無形固定資産の取得による支出 △73,914

その他 △4,085

投資活動によるキャッシュ・フロー △383,339

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式の発行による収入 23,000

自己株式の取得による支出 △1,494

財務活動によるキャッシュ・フロー 21,505

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △205,152

現金及び現金同等物の期首残高 1,453,385

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,248,232



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業の区分は、取扱サービスを考慮して区分を行っております。 

２．各事業区分に属する主要なサービスは次のとおりであります。 

電子デバイス事業:  Webサイト「www.chip1stop.com」を通じた少量多品種の電子デバイスの販売 

ソリューション事業: 電子デバイスデータベースの閲覧権の販売、ソフトウェア開発等業務受託収入、購買

効率化コンサルティング提供、ベンチャーファンド「イノーヴァ」からのアドバイザ

リー収入、電子機器メーカーにおける電子部品調達業務プロセスの改善やコスト最適

化ニーズに対するコンサルティング業務収入 

３．会計処理方法の変更   

 たな卸資産については、従来、個別法による原価法によっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたこと、また在庫金額

の重要性が増したこと及び在庫システム変更を機に、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より移動平

均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更いたしまし

た。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

 当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。  

  

 当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  

電子デバ 
イス事業 

 
  

（千円） 

ソリュー
ション事
業  
  
（千円） 

計
 
  

 
（千円） 

消去又は
全社 
 
   

 （千円） 

連結 
 
  
  

 （千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  833,167  103,181  936,349  －  936,349

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  1,125  1,125  △1,125  －

計  833,167  104,306  937,474  △1,125  936,349

営業利益（又は営業損失）  △64,746  12,439  △52,306  2,951  △49,355

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表 

（１）中間連結損益計算書 

  

  
前中間連結会計期間

（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

区分 金額（百万円）
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    1,385,779  100.0

Ⅱ 売上原価    859,358  62.0

売上総利益    526,421  38.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    498,520  36.0

営業利益    27,900  2.0

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息  4,600     

２．仕入割引  1,524     

３．為替差益  607     

４．その他  4,547  11,278  0.8

Ⅴ 営業外費用       

１．為替差損 －     

２．投資事業組合持分損失  1,492     

３．その他  172  1,664  0.1

経常利益    37,514  2.7

Ⅵ 特別利益       

関係会社株式売却益 －     

持分変動損益 － － －

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産除却損  21,622     

２．減損損失  67,317  88,940  6.4

税金等調整前中間（当
期）純利益（△純損失）   △51,425 △3.7

法人税、住民税及び事業
税  20,742     

法人税等調整額 －  20,742  1.5

少数株主利益（△損失）   △9,442  0.7

中間（当期）純利益（△
純損失）   △62,724 △4.5



  

（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

区分 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー   

税金等調整前中間（当
期）純利益（△純損失） 

△51,425

減価償却費  50,713

貸倒引当金の増加額 △15

受取利息及び受取配当金 △4,600

固定資産除却損  21,622

投資事業組合持分損失  1,492

減損損失  67,317

関係会社株式売却益 －

持分変動損益 －

売上債権の増減額  26,606

たな卸資産の増減額 △16,897

仕入債務の増減額  1,419

未払金の増減額 △6,448

その他 △7,155

小計  82,628

利息及び配当金の受取額  4,600

法人税等の支払額 △120,742

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△33,513

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー   

有形固定資産の取得によ
る支出 

△5,255

無形固定資産の取得によ
る支出 

△71,773

関係会社株式の売却によ
る収入 

－

その他 －

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△77,029



  

  
前中間連結会計期間

（自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日） 

区分 金額（百万円）

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー   

株式の発行による収入 －

少数株主からの払込によ
る収入 

－

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

－

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額 

△110,542

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高  1,646,286

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高  1,535,744



前中間連結会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

  

前中間連結会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間（自 平成20年１月１日 至 平成20年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の表示を省略しております。 

  

（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  

電子デバイ
ス事業 

  
（千円） 

ソリューシ
ョン事業 

  
（千円） 

メディアコ
ミュニケー
ション事業 
（千円） 

計
  
  

（千円） 

消去又は全社 
  
  

（千円） 

連結
  
  

（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  1,072,446  143,730  169,603  1,385,779  －  1,385,779

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  14,700  －  14,700  △14,700  －

計  1,072,446  158,430  169,603  1,400,479  △14,700  1,385,779

営業費用  1,067,345  106,470  191,143  1,364,960  △7,080  1,357,879

営業利益（又は営業損失）  5,101  51,959  △21,540  35,519  △7,619  27,900

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕
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